
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 特記事項

（４） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

104.9 96.9※参考値

　　　　　千円

18,712,379

21.7

4,255,309

（参考）中核市の
一人当たり給与費

21.1

奈良市の給与・定員管理等について

千円

給料 職員手当 計（Ｂ）

千円平成
23年度

区分
職員数
（Ａ）

一人当たり
給与費 B/A

6,479

人

2,676 3,792,737

（ １ ＋ 国の支給基準に基づく地域手当支給率 ）

ラスパイレス
指数

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指
　　　　数です。
　　　２　地域手当補正後のラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員
　　　　の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（ １ ＋ 奈良市の地域手当支給率 ）

74,343 26,553,121

期末･勤勉手当

給与費

＝

区分

122,580,711

住民基本台帳人口
（年度末）

歳出額
（Ａ）

　　　　　　　千円人　平成
23年度 363,435

千円

10,664,333

【参考】地域手当補正後のラスパイレス指数

×

　　　　　千円 　　　　　　％　　　　　千円

6,992

　　　　地域手当補正後の
　　　　ラスパイレス指数

千円千円

（参考）平成22年度
の人件費率

実質収支
人件費
（Ｂ）

　　　　　　　　　　　％

人件費率
（Ｂ／Ａ）

　平成15年4月～25年3月まで特別職の給料を10%、平成24年4月～26年3月まで一般職の給料を2～5%（平成15年4月
～18年3月及び平成21年4月～24年3月の間は2～4%）、平成23年4月～25年3月まで議員の報酬を10%（平成15年4月
～平成22年3月までは5%）減額しています。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値で
　　　　す。
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２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 ※ 人 円 円 円

※平均職員数

―

53.5

―

―

44.7

平均給与月額
（国ベース）

401,132 円

1.59

2.01

参考

年収ベース（試算値）の比較

7,078,943 円

50.5

国

中核市

6,329,097 円

―

中核市

49.5

43.6 歳

304,944 円

424,812 円

奈良市

奈良県

1号級の
給料月額

最高号級の
給料月額

135,600

44.1 歳

372,906 円

314,985

418,488 円

平均
給料月額

330,142 円

―

平均
給与月額
（Ａ）

9級

466,800 円330,784 円

382,962 円340,405 円

平均年齢 平均給与月額区分 平均給料月額

(285,030)

5,655,333 円

2,861,400 円

うち
用務員

うち
清掃職員

うち
学校給食員

8,028,797 円

区分

奈良市

公務員

3,562,900 円

3,989,200 円

奈良市

区分

49.7 －

うち
学校給食員

47.1

46.3

50.8

うち
用務員 321,415

419,340

公務員（Ｃ）

47.1

民間（Ｄ）

331 331,782

118

3,479
270,465

404,197

平均
給与月額
（Ｂ）

平均
年齢

人数

77

307,779

319,236230

467,749

平均給与
月額（国
ベース）

―

―

206,600

奈良県

543,061

355,50048

365,094

364,359

平均
年齢

376,600 円

民間

40.3

―

288,200

調理士

廃棄物処理業
従業員

348,356

対応する民間
の類似職種

―

―

―

―

―

1.96366,150

1.34265,100

―

289,200 320,600 366,200 413,000

5級 6級 7級1級

261,900

10級

Ｃ／Ｄ

参考

Ａ／Ｂ

374,090

―

用務員

394,636
―

2.21

2級 3級 4級 8級

243,700 307,800

うち
清掃職員

222,900

354,700

363,717

402,570

(323,181)

1.88

― ―

307,506

433

456,200

42.2 歳

388,300 400,600

国 42.8 歳 －
（329,917 円） （401,789 円）

478,200

529,500

422,600

185,800

537,700 570,100

464,600
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　　　③高等（特殊・専修・各種）学校教育職

 * 奈良市については、高等学校教育職のみ

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

 * 奈良市については、幼稚園教育職のみ

（2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）技能労務職の職種は代表的な例です。（職種により初任給が異なります。）

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）採用時の年齢や前職歴の有無により初任給が異なるため、同一の経験年数の職員でも給料額が異なります。

　※　該当職員が１～２名の場合は公表していません。

一般行政職

144,500 円

奈良県 国

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　などのすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも
　　　　のです。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額｝及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定
　　　　特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

181,200 円

260,359 円 303,339 円

※

経験年数20年

174,700 円

区分

258,615 円

経験年数10年

高等学校
教育職

358,775 円

大　学　卒 199,700 円

高　校　卒

―

―

315,806 円

―

―

―

中　学　卒

大　学　卒

技能労務職
※

教　育　職 390,538 円

短　大　卒 174,700 円

306,450 円

経験年数15年

217,386 円
一般行政職

291,920 円

大　学　卒

高　校　卒

178,800 円 総合職

一般職

149,800 円

149,800 円

―

―

121,600 円 ―

172,200 円

一般職

―

奈良市

清掃作業員

140,100 円

平均給与月額

41.7 歳

大　学　卒

351,756 円

平均年齢

178,800 円

135,150 円

377,556 円

393,038 円

415,934 円

330,149 円

中　学　卒 ―

144,500 円

43.5 歳

奈良市

高　校　卒

―

技能労務職

140,100 円

高　校　卒

保　安　員 ―

370,637 円

用　務　員

※

374,617 円

268,224 円 307,099 円

　　※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２１～
　　　２３年の３ヶ年平均）このうち、廃棄物処理業従業員及び用務員については全国平均の数値を、調理士
　　　については奈良県平均の数値を使用しています。
　　※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一
　　　致しているものではありません。
　　※技能労務職の年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を
　　　１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給
　　　された年間賞与の額を加えた試算値です。

397,453 円

395,259 円

45.8 歳

46.3 歳

奈良県 44.4 歳

中核市

区分

奈良県

平均給料月額

199,700 円

区分

奈良市 390,625 円

中核市 463,563 円

平均給与月額

449,809 円

447,143 円46.8 歳

区分 平均年齢 平均給料月額
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

  

（注）平成１８年に１１級制から１０級制に変更しています。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

相当高度な又は特に困難な業務を担う部長の職務

3.1

５　級

３　級

18.0
４　級

227

39
主務補の職務

課長の職務
主幹の職務

１０級

主事の職務

56

係長の職務
主任の職務

相当の経験を有する部長の職務

課長補佐の職務
主査の職務

８　級

主務の職務

部長・部次長・参事・室長の職務
相当の経験を有する課長・主幹の職務

６　級

２　級

１　級 定型的な業務を行う職務
166

勤務評価及び勤務実績を勘案し、毎年１月１日に昇給すべき号級数を決定しています。

148

25.5

（注）１　奈良市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

321

16

4.4

1.3

13.2

職員数

14.2

７　級

179

９　級

構成比

108

0.00

標準的な職務内容

8.6

11.7

区分

１級 

13.2% 

１級 

13.2% 

２級 

11.7% 

２級 

8.4% 

３級 

3.1% 

３級 

2.4% 

４級 

18.0% 

４級 

21.5% 

５級 

25.5% 

５級 

26.9% 

６級 

14.2% 

６級 

14.4% 

７級 

4.4% 

７級 

4.2% 

８級 

8.6% 

８級 

7.8% 

９級 

1.3% 

９級 

1.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２４年の構成比 

１年前の構成比 
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（再任用を含む全職員）

（平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％

・管理職加算　１０％ ～ ２０％ ・管理職加算　１０％ ～ ２０％ ・管理職加算　１０％ ～ ２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（再任用含む全職員）

（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

％ ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

手当の種類（手当数） 「別表　特殊勤務手当一覧」のとおり（３０種類）

10

387,506

支給対象地域

281,930

1,474 千円

（平成２３年度）

1.45

１人当たり平均支給額

41.34 月分

23.50 月分

奈良市

1,599 千円

2.60

奈良県

（平成２３年度） ―

1.45

１人当たり平均支給額

支給率 国の制度（支給率）

1,200,884

26,787 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

33.50 月分

支給実績（平成２３年度決算）

33.50 月分

47.50 月分

324,220

支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

59.28 月分

40.5

10,829 千円

15

59.28 月分59.28 月分

１人当たり平均支給額

医師以外全職員

国

全市域（医師以外） 10

15

41.34 月分

59.28 月分

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

2.60 1.35 2.60

1.45

支給実績（平成２３年度決算）

47.50 月分59.28 月分

1.35

30.55 月分

奈良市

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

59.28 月分

23.50 月分30.55 月分

国

0.65

1.35

人事評価制度の運用方法等について検討中のため、現時点で勤勉手当への勤務実績の反映は行っていません。

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

0.650.65

2医師

5



 (5) 時間外勤務手当（再任用含む全職員）

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当・夜間勤務手当を含む。

（6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

支給実績
（平成２３年度決

算）

扶
養
手
当

支給実績（平成２３年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

支給実績（平成２２年度決算）

408

職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

1,252,845

1,316,599

借家・借間居住者に対する手当につ
いては最高支給限度額27,000円

交通機関利用者は６箇月定期券等の
低廉な価額により一括支給
交通用具利用者は５Kｍごと10段階に
手当を設定

管
理
職
手
当

住
居
手
当

429

内容及び支給単価手当名

同じ

配偶者 13,000円
配偶者以外の扶養親族　各6,500円
（配偶者がない場合の１人目
　11,000円）
※満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子は、１人につき5,000円
を加算する

同じ

円

千円

736,575

116,642

千円

円

円

同じ

職務の級が６級から１０級の管理職
に支給

職務の級が４
級から１０級
の管理職に支
給

宿
日
直
手
当

常直的な宿日直勤務を命じられた職
員に月21,000円を超えない範囲で支
給

344,589 233,778

千円

通
勤
手
当

異なる

円

国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

異なる

71,541

324,966

交通用具利用
者は５Kｍごと
13段階に手当
を設定

342,507

180,283

千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成２３年度決
算）

支給実績なし 支給実績なし
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６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 （ 円 ） 円 ／ 円

円 （ 円 ） 円 ／ 円

円 （ 円 ） 円 ／ 円

円 （ 円 ） 円 ／ 円

円 （ 円 ） 円 ／ 円

　　（算定方式） （１期の手当額）

円

円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

　　　３　「奈良市市長の退職手当の特例に関する条例」により、平成２１年７月３１日時点において

　　　　　市長の職にある者に対しては、退職手当の支給は行いません。

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　（）内は再任用職員の外数です

　　　３　[     ]内は、条例定数の合計です。

019

362

区分

365

（平成２３年度支給割合）

96

578,700

19

700,000

34,496,640

〃19,436,160

190

13

業務見直し（減）

△ 1

3

643,000

960,000

副市長

705,000

2

（支給時期）

任期毎

77

（参考）中核市における最高／最低額

給料月額等

3,012(268)

公営企
業等会
計部門

小　計

教　育

病　院

下水道

その他

小　計

9

397

水　道

837(58)

消　防

440
特別行
政部門

451 △ 19

1,130,000

議　員

599

192

695,000

市　長

副市長

議　長
報
酬

248

50

△12(△8)3,000(260)

△ 2

△5(△12)

△ 6

[0]

議　長

区分
職員数

期
末
手
当

市　長

市　長

副市長

2.95 月分

平成23年

94

副議長

議　会

退
職
手
当

総　務

一
般
行
政
部
門

税　務

土　木

民　生

衛　生

労　働

商　工

農林水産

470

3

32

20

592

20

3

241

2(7)

0

839(65)

400

439

37

△9(△3)

主な増減理由

4

0

△ 1

3

5

△ 7

対前年
増減数

7

平成24年

955,000

830,000

2.95 月分

（平成２３年度支給割合）

859,500

(給料月額×在職月数×40/100)+{(左記の金額)×6/100}

(給料月額×在職月数×60/100)+{(左記の金額)×6/100}

827,000

議　員

625,500

510,000

748,000

給
料

747,000 625,000

555,000副議長

1,017,000 565,0001,180,000

業務見直し（減）

配置見直し（減）

配置見直し（減）

335(26)

[3,200]

330(14)

[3,200]

83

51

＜参考＞　人口１万人当り職員数　50.38　人
　　　　（類似団体の人口１万人当りの職員数　44.02　人）

業務見直し（減）、配置見直し（減）、業務見直し（増）、組織改正（増）

業務見直し（減）、配置見直し（減）、組織改正（増）

業務見直し（増）

配置見直し（増）

＜参考＞　人口１万人当り職員数　82.55　人

1,831(181)小　計 1,840(184)

配置見直し（減）、組織改正（減）、組織改正（増）、業務見直し（増）

組織改正（増）、業務見直し（増）

業務見直し（増）

組織改正（減）、業務見直し（増）
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

436361

人 人

230278 350

計

一般行
政部門

2,033

896

職員数
0

人

区分

20歳

公営企業等
会計部門

普
通
会
計

特別行
政部門

区分 平成19年度

27歳

～

未満 23歳

～

24歳

330

人

306

35歳 39歳

人

～

43歳

人

31歳

人人
～

人 人

～～

人

47歳

52歳

～

36歳

404

△ 57

△ 272 (△ 8.31%)

人

計

48歳

51歳 55歳 以上

60歳

343 333

28歳

～

32歳

219

20歳

人

84

1,984

887

3,272 3,204 3,149

337

3,000

△ 13 (△ 3.79%)

3,066 3,012

330339

875 (△ 6.36%)

40歳

335

過去５年間の
増減数（率）

△ 202 (△ 9.94%)1,831

平成23年度

839

1,937

平成24年度

～

2

862

1,865

56歳

59歳

～

44歳

1,840

837

3,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

2
0
歳
未
満
 

2
0
～
2
3
 

2
4
～
2
7
 

2
8
～
3
1
 

3
2
～
3
5
 

3
6
～
3
9
 

4
0
～
4
3
 

4
4
～
4
7
 

4
8
～
5
1
 

5
2
～
5
5
 

5
6
～
5
9
 

6
0
歳
以
上
 

％
 

構成比 

３年前の構成比 
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８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

イ　予算

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算です。平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％

・管理職手当　１０％ ～ ２０％ ・管理職手当　１０％ ～ ２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

6,3506,385

1.35

給与費

計 Ｂ給料

千円

（平成２３年度）

41.0

45.4

企業職（水道事業）

1.45 0.65

1.352.60 2.60

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

平均月収額

1,302,597

(478 千円)

　平成１５年４月１日から平成２５年３月３１日まで特別職の給料を１０％、平成２４年４月１日から平成２６
年３月３１日まで一般職の給料を２～５%（平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日及び平成２１年４月１
日から平成２４年３月３１日の間は２～４%）減額しています。

千円

1,609 千円

１人当たり平均支給額

職員手当

1,266,895

奈良市

平成
24年度

区分

1,563 千円

　　　　　千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数です。
　　　３　（）は再任用短時間勤務職員の外数

％

職員給与費
（Ｂ）

188

区分

平成
23年度 13,008,589

千円

9.74

千円

(474 千円)

9.74%

1.45

（参考）平成22年度
の総費用に占める
職員給与費比率

奈良市

総費用に占める
職員給与費比率

（Ｂ／Ａ）

千円 ％

一人当たり
給与費 B/A

555,935

（参考）市町村
一人当たりの給与費

団体平均

(16人)

区分

362,441

１人当たり平均支給額

千円

平均年齢

純損益又は
実質収支

総費用
（Ａ）

524,029

358,043

745,130 257,919

職員数 
Ａ

（平成２３年度）

299,548

528,316

0.65

期末･勤勉手当

千円

千円

基本給
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イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当・夜間勤務手当を含む。

26,787

30.55

33.50 41.34

59.28

59.2847.50

59.28

奈良市

10,829

日額　　340円

23.50

市域全域

支給対象地域

支給実績（平成２３年度決算）

（１）災害対策本部の要請に
基づいて災害復旧業務に従事
した職員
（２）正規の勤務時間以外の
時間に水火災その他事故等の
復旧業務に従事した職員

職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

１人当たり平均支給額 29,136

59.28

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度）

手当の種類（手当数）

33.50

支給実績（平成２２年度決算）

18,289

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） 301

　円

　％

4,531

59.28

23.50

215

支給実績（平成２３年度決算）

１人当たり平均支給額

47.50

59.28

2

63,970

30.55

31,248

76.7

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

10

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

41.34

374

85,707

398,635

支給対象職員数

49,996

収納、現場料金精算、計量、
工事監督、調査その他のため
に外勤した職員

千円

一般行政職（支給率）

左記職員に対する支給単価

日額　　600円

企業職（水道事業）

支給実績（平成２３年度決算）

支給率

10

外務手当

災害復旧業務手当

手当の名称

外勤業務

（１）災害対策本部の要
請に基づいて災害復旧業
務に従事
（２）正規の勤務時間以
外の時間に水火災その他
事故等の復旧業務に従事

主な支給対象職員 主な支給対象業務
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カ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）  

32,605

千円15,587

27,371

円84,252

千円

配偶者 13,000円
配偶者以外の扶養親族　各6,500円
（配偶者がない場合の１人目
　11,000円）
※満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子は、１人につき5,000円
を加算する

一般行政
職の制度
との異同

円

借家・借間居住者に対する手当につ
いては最高支給限度額27,000円

管理職手当

円

扶養手当

職務の級が６級から１０級の管理職
に支給

同じ

同じ

同じ住居手当

通勤手当

内容及び支給単価

交通機関利用者は６箇月定期券等の
低廉な価額により一括支給
交通用具利用者は５Kｍごと10段階に
手当を設定

千円 137,543

同じ 244,245

手　当　名
一般行政職
の制度と異
なる内容

741,017千円

26,867

支給実績
（平成２３年度決

算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成２３年度決
算）

円
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別表　特殊勤務手当一覧（平成２４年４月１日現在）　（１／２）

道路の舗装、補修等の作
業

夜間勤務

行旅死亡人の収容

往診の業務

火葬作業

１件700円

火葬作業手当

日額250円

１件1,500円

廃棄物処理施設又は廃棄
物が不法に投棄されてい
る現場等における、検
査、指導又は監視業務

日額1,000円

大型自動車及び大型特殊
自動車の運転業務

日額1,000円

夜間勤務に従事した職員夜間業務手当

まち美化推進課に勤務する技
能職員、業務職員

下水道維持課に勤務する技能
職員、業務職員

大型特殊自動車等運転手
当

土木管理センターに勤務する
技能職員、業務職員

下水処理作業手当

環境検査手当

道路舗装等作業手当

保健・環境検査課に勤務する
技術職員

大型自動車及び大型特殊自動
車の運転に従事した職員

市域の水質又は大気に関
する試験又は検査業務

下水処理作業

日額540円

美化清掃業務

日額540円(技術職員)
1,000円(技能職員、

業務職員)

行旅病人の収容に従事した職
員

火葬場において火葬作業に従
事する職員

行旅病人の収容

まち美化推進課に勤務する技
能職員、業務職員

衛生浄化センターに勤務する
技術職員

行旅死亡人の収容に従事した
職員

リサイクル推進課、収集課、
環境清美工場、土地改良清美
事務所又は奈良阪処分地管理
事務所に勤務する技能職員及
び業務職員
環境清美工場、土地改良清美
事務所又は奈良阪処分地管理
事務所に勤務する技術職員

環境事業室及び施設課に勤務
する事務職員、技術職員

廃棄物等現場指導業務手
当

廃棄物等処理作業手当

行旅死亡人処理手当

医師

環境事業室及び施設課に勤務
する事務職員、技術職員

行旅病人処理手当

大型ごみ業務手当

美化清掃業務手当

し尿処理作業手当

手当の名称

奨励手当

動物死体収集作業手当 収集課に勤務する職員

清掃勤務手当

往診手当

債権整理課、滞納整理課、国保
年金課、福祉医療課又は介護福
祉課に勤務する職員

診療報酬の算定方法によ
り算出した往診料の半額

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

廃棄物又は再生資源の収
集、運搬又は処分の作業

し尿処理業務

１回1,000円

動物の死体収集作業

日額250円

日額500円

日額1,000円

日額800円

環境部の業務

日額1,000円

日額500円

１回1,500円

１件250円

主な支給対象業務

債権整理、差押え等の強
制執行

大型ごみ収集作業で、担
当業務以外

　特殊勤務手当は、著しく困難、危険、不快又は不健康な勤務その他の通常にない勤務で、給与上特別の考慮

　また、保健所の業務に関する手当等、５つの手当を新設しました。

て平成２４年１０月１日より過重手当や保育手当等３０種類の手当を１１種類に廃止・統合しました。

　なお、平成２４年度に奈良市特殊勤務手当検討委員会を開催し、制度の抜本的な見直しを行いました。そし

を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められる業務に従事した職員に支給し

　※検討委員会の議事録等については、奈良市ホームページに掲載しています。

ます。
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別表　特殊勤務手当一覧（平成２４年４月１日現在）　（２／２）

火災原因調査に従事

消防業務

救急業務

消防業務

水火災現場に出動

消防業務

夜間に通信業務、受付業
務等に従事

その他の消防吏員が従事
した救急業務

救助作業又は救助訓練に
従事

産業医手当

保育業務

調査その他のために外勤

災害復旧業務手当

産業医として勤務した医師

保育園に勤務する保育士であ
る職員

調査その他のために外勤した
職員(消防吏員を除く)

保育手当

外務手当

産業医として勤務

消防夜間業務手当

災害復旧業務に従事した職員

救急救命士の資格を有する消
防吏員

その他の消防吏員で救急業務
に従事したもの

消防吏員

消防吏員

消防吏員

消防技術手当

救助手当

１件100円

環境部に勤務する技能職員、
業務職員、下水道維持課に勤
務する技能職員、業務職員、
土木管理センターに勤務する
技能職員、業務職員、市立学
校及び幼稚園に勤務する業務
職員

担当区域や担当業務を超
える過重業務

消防調査手当

消防長が指定した機械を操作
整備する消防吏員(2級)

消防長が指定した機械を操作
整備する消防吏員(1級)

水火災出動手当

救急手当

消防吏員

過重作業手当

消防吏員危険手当

１回2,000円

日額250円

１回150円

日額340円

１件510円

１件100円

日額600円災害復旧業務

１回100円

１回150円

日額250円

１件150円

１回300円

該当課の業務内容に応じ
１回もしくは日額250円

～5,250円

日額1,300円

12月29日から翌年の1月3
日までの日に行った正規
の勤務又は時間外等の勤
務

年末年始勤務手当

日額7,900円

12月29日から翌年の1月3日ま
での日(以下｢年末年始｣とい
う)に正規の勤務又は時間外
等の勤務をした職員

年末年始に宿直又は日直勤務
をした職員

１回2,500円

年末年始に常直勤務をした職
員
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